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第１　はじめに――本書面の概要
本書面は、これまでの原告らの主張をふまえて、さらに若干の主張の追加をおこなうものである。
本書面をもって、原告らの現時点における予定主張はおおむね終えたことになるが、さらなる主張の追加があり得ることはもちろんである。

第２　各地の空襲の状況

　１　序説

原告らは、大阪における大空襲の状況については、原告らが実際に被災した日のものを中心に既に詳細に主張しているところであるが、子個々では、大阪以外の地における空襲の実態について主張する。

２　鹿児島県川内市（現：薩摩川内市）の空襲の状況

　（１）鹿児島県川内市（現在の薩摩川内市）は、当時、鹿児島市に次ぐ南九州の都市として、市内に軍需工場も抱えていた（甲Ａ７２号証３４９頁）。
　　　　川内市への最初の空襲は、１９４５（昭和２０）年３月１８日であったが、その後同年６月１８日に鹿児島市が焼夷弾攻撃を受けて灰燼に帰して以降、川内市を含む中小都市にも空襲攻撃が頻繁になされるようになった（同３５０～３５１頁）。

　　　　６月から８月にかけての川内市への空襲は苛烈を極め、その攻撃は、航空母艦艦載機からの爆弾、焼夷弾、さらには機銃掃射攻撃であった。これにより、死者５４名、重傷者４２名、軽傷者８９名、消失家屋２０４２戸という被害を出した（甲Ａ７３号証９頁）。

　　　　原告安野輝子（原告番号１）は、同年７月１６日及び同月３０日の川内市の空襲で被災した。

　（２）７月１６日の空襲の状況は以下のとおりである。

　　　　午後２時ころ、機種不明機が数機来襲し、川内駅に百キロ爆弾を投下。死傷者２０余名に及んだ（甲Ａ７２号証３５１頁）。また、病院に５０キロ爆弾を落とされたところもあった（甲Ａ７３号証９頁）。
　（３）７月３０日の空襲の状況は以下のとおりである。

　　　　午前７時ころ、数機種の米軍機が３０余機が襲来、日本軍機と交戦するも、まもなく日本軍機は駆逐された。

　　　　米軍機は宮崎、尾賀を銃爆撃し、さらに市街地に油脂焼夷弾による波状攻撃を繰り返した。

　　　　この日の空襲は、川内市では最大のもので、１時間おきに６回にわたって米軍機が来襲した。児童７名が犠牲になった国民学校もあった（同３５１頁）。

　（４）こうして川内市は、７月の空襲で市街地のほとんどが焼かれてしまい、８月に入ると、鉄道や農村の小集落までが攻撃される状態となっていった（甲Ａ７４号証２７頁）。

　２　静岡県磐田市の空襲の状況

（１）静岡県の浜松市・磐田市の県西部の地域は、戦前から軍需工場が発展し、特に航空機の生産工場が集中していたため、１９３０年代以降、日本軍によるアジアへの空爆の拠点となってきた。そのため、米軍による浜松など遠州地域への空襲は執拗を極め、中小都市への空襲としては異例の計６０回にも上った。浜松・磐田の県西部の死者は約４０００人を超えると見られている（甲Ａ７５号証の２・１～１２頁）。

　（２）原告瀬章代（原告番号５）は、１９４５（昭和２０）年５月１９日の空襲で被災した。

　　　　このときの空襲では、立川飛行機、立川航空工廠などを主要な目標とするＢ２９約２７０機が浜松市東部や磐田市など遠州各地を爆撃し、死者は６００名を超え、５５００戸の家屋が焼失した（甲Ａ７５号証５頁）。
なお、米軍資料では出撃機数は３０９機とされている（甲Ａ６３号証の２・１２８頁）。米軍機の上空時間は５月１９日１０時５１分から１１時５８分であった（同）。
　　　　ここで注意すべきは、軍需工場を主要な標的とする攻撃であっても、それは単に工場の施設を破壊することだけを目的としていたのではなく、工場で働く労働者の殺戮をも目的としたものだったという点である（甲Ａ７５号証１１頁）。
　３　兵庫県西宮市の空襲の状況

（１）原告森岡惇（原告番号２３）は、１９４５（昭和２０）年８月５日から６日にかけての西宮市の空襲で被災した。
　（２）このときの空襲では、米軍機が２６１機来襲し、Ｍ１９・Ｍ１７（５００ポンド焼夷集束弾）、Ｔ４Ｅ４（５００ポンド破片集束弾）、Ｍ４７（１００ポンド焼夷弾）、Ｍ６４（５００ポンド通常爆弾）などが使用された。投下された爆弾の総トン数は２，０２７．７トンに及ぶ（甲Ａ６３号証の２・２３２頁）。

このときの空襲で、市街地の約３２％が破壊された（同）。
　４　小括

　　　このように、大阪などの大都市だけでなく、全国各地の中小都市に

おいても、凄惨な爆撃による住民の大量殺戮が行われていたのであ
る。

第３　「無差別爆撃」の実態
１　従来、１９４（昭和２０）５年３月１０日の東京大空襲を皮切りに
全国各地を襲った米軍の空襲は、軍需工場などと住民の居住地を区別しない「無差別爆撃」といわれてきた。

しかし、最近の研究により、「無差別爆撃」というよりもむしろ、

実際には工場などよりも住宅地の方をより直接に狙ったきわめて非人道的な攻撃であったことが明らかになった（甲Ａ７０号証、同７１号証）。

　２　国会図書館等に所蔵されている米軍資料を精力的に研究してきた
中山伊佐男氏は、日本本土空襲の基礎資料として米軍が１９４３秋こ
ろにまとめた「焼夷攻撃データ」に着目し、戦闘報告書や空襲目標情
報、作戦任務報告書、空襲損害評価報告書等と比較しながら分析した。
　　　この焼夷攻撃データでは、大阪や東京など２０都市について、ゾー
ンＲ（居住地域）、ゾーンＭ（工場地域）、ゾーンＸ（住宅と工場と混
合地域）、ゾーンＴ（駅や港湾などの輸送機関）、ゾーンＳ（倉庫地域）
と細かくエリア分けされていた。

　　　このうち、ゾーンＲは住宅地が８５％以上を占める地域で、住宅密
度の高い順にさらにＲ１～Ｒ３に分類されていた（甲Ａ７０号証１７
～１８頁）。米軍はこのデータを基にして、焼夷弾攻撃が有効に効果
を発揮するよう、攻撃計画を立てていた。
　　　その結果、３月１３～１４日の最初の大阪大空襲で被災した地域
は、住宅密集度が最も高いＲ１地域にほぼ一致していた。

　　　しかも米軍は、空襲の後にまとめた空襲損害評価報告書で、このＲ
１エリアの被害は当初の計画通りだ、としているのである。

　　　このことから、中山氏は、「密集住宅地が狙い撃ちされたのは明ら
か。実態は無差別爆撃ではなく、むしろ一般市民こそが標的にされた」
と結論づけている（甲Ａ７１号証）。

　３　さらに中山氏は、米軍が一般市民の多い住宅地を標的にしていたこ
とについて、３月１０日の東京大空襲から３月１９日までの名古屋、
大阪、神戸の各都市の空襲がすべてそうであったことを指摘している
（甲Ａ７０号証２３頁）。そしてそれは、大都市だけでなく中小都市
の空襲についてもやはり同じであった（甲Ａ７０号証２７頁）。
　４　このように、１９４５（昭和２０）年３月以降、日本全国の都市を
襲った米軍の空襲は、「無差別爆撃」というよりも、むしろ「住民選
別爆撃」というのが正確な実態であった（甲Ａ７０号証３２頁）。
第４　立法経過に関する主張の補足
１　今再び盛り上がる立法化要求運動
（民間戦争犠牲者等に対する見舞金の支給等に関する法律案（仮）骨子）
これまで訴状、及び原告ら第３準備書面等で詳細に述べて来たとおり、一般戦災者援護立法に関しては、１９８８年（昭和６３年）５月１１４常会で審議未了廃案になって以来、具体的法案という形では提出されていない。
しかしながら原告ら第３準備書面４２頁～でも主張しているとおり、その後立法要求運動がなくなった訳では決してない。様々な形で立法化要求運動は今日まで続いている。
２００７年（平成１９年）には、当時の野党第一党民主党内閣部門会議が訴外杉山千佐子からヒアリングを行い、後に河村たかし衆議院議員（当時）、近藤昭一議院議員が中心となって、
「民間戦争犠牲者等に対する見舞金の支給等に関する法律案（仮）骨子」
が作成された（別紙①）。この法律案骨子作成にあたって、同議員らは、内閣法制局との事前の相談を行っている。
また同時に立法化において議論されるべき論点が相当程度具体的に提示されている（別紙②）。
これらの法案骨子は、その後具体的に法案作成というところまでは行かず、従って国会に上程されるところまで行かなかった。しかしながらこのような具体的な法案作成の動きは、立法府の場においても、空襲被害者等民間戦争犠牲者に対し、いまだに一切の救済立法が存在していない現状に関し、その異常性を認識し、立法的解決の必要性を感じている国会議員が少なからず存在することを意味しているのである（甲Ｂ５７～５９号証）。
２　政権交代後の立法化へ向けた気運の高まり
　２００９年９月の総選挙で権交代がおこり、民主党を中心とする連立内閣となって以後、かつてない程に立法化要求運動が盛り上がって来ている。その一例を指摘しておく。
東京・名古屋・大阪の大空襲から６５年を迎えた今年（２０１０年）３月１０日、東京永田町の国会議員会館で行われた空襲被災者と国会議員の懇談会には、東京・名古屋・大阪その他の地域の被災者約１２０人が集まり、与野党の国会議員６３名（代理含む）が参加した。
この懇談会に参加した国会議員は、全て異口同音に、東京地裁判決（２００９年１２月１４日）を乗り越え、取り残されている空襲被害者救済の必要性を訴え、政治責任を果たす意味で、真摯に取り組む姿勢を強調していた（甲Ｂ６０号証）。
これらのことは、今日立法府の場においても、もはやこれ以上の空襲被災者放置を続けることは出来ないことが共通の認識となっていることを意味するものである。
３　司法裁判所が果たす役割について
これまでも再三指摘したところであるが、司法裁判所の役割は、立法機関に代替して別紙①②の内容を政策的に実現することにあるものではない（この点を誤った形で強調しつつ、立法裁量論に逃げ込み、結果的に司法の役割を放棄してしまったのが東京大空襲訴訟における東京地裁判決（乙１号証２６頁）である）。
司法の役割は、第一義的に権利侵害の法的救済にある。具体的には、
1 　空襲被災者である本件原告らが戦前、戦中、政府の具体的施策により、どのような法的地位に置かれ、拘束されていたか、そして空襲という態様の戦闘行為の本質は何か。それによる被害の実相は何かを認定し、そのような立場にある空襲被害者を、戦後今日まで一貫して放置し続けることによる原告ら空襲被害者の深刻な人権侵害の事実を認定すること。
2 その上で、そのような人権侵害をもたらしている国の行為（立法不作為）の違法性判断を行うこと。
3 個別原告の被害内容を認定・判断し、それに見合う法的救済措置（損害賠償等）を国に命じること。
である。司法が司法としての本来の役割を果たしつつ、それと相まって立法府がその本来の役割を果たす。この協同作業なしには、原告ら空襲被害者の救済を図ることは出来ない。裁判所には、政治部門の上記流れを後押しし、加速させるべく、正義と道理にかなった歴史的判決を期待するものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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